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「平成 20年度社会保障給付費」の概要について

【集計結果のポイント】

・ 20年度の社会保障給付費は94兆848億円 (対前年度2.9%増加)となり、過去

最高。

・ 国民所得比は26.76%となり、前年度に比べて2.61ポイント増加。

・ 部門別でみると「医療」31.5%、「年金」52.7%、「福祉その他」15。 9%。

・ 機能別でみると「高齢」50.2%、「保健医療」30.9%となり、上位2つの分類で総額

の81.1%。

・ 高齢者関係給付費は65兆3,597億円(対前年度2.8%増加)で総額の69.5%。

・ 20年度の社会保障財源は101兆 5,378億円 (対前年度1.1%増加)。

※ 集計の目的

社会保障給付費はILO(国際労働機関)が定めた基準に基づき、社会保障各制度の

給付費等について、毎年度の決算等をもとに集計したものであり、わが国の社会保

障の規模等を表す基礎データとして活用されている。
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会保障給付費は94兆 848億円

(1)平成 20年度の社会保障給付費は 94兆 848億 円であり、対前年度増加額は 2兆 6,544

億円、伸び率は 2.9%である。

(2)社会保障給付費の対国民所得比は 26.76%と なり、前年度に比べて 2.61%ポイント増

加している。

(3)国民 1人当たりの社会保障給付費は 73万 6,800円で、対前年度伸び率は 3.0%で ある。
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別には「医療」31.5%、 「年金」52.7%、 「福祉その他」15.9

(1)社会保障給付費を「医療」、「年金」、「福祉その他」に分類して部門別にみると、「医

療」が 29兆 6,117億 円で総額に占める割合は 31.5%、 「年金」が 49兆 5,443億 円で

52.7%、 「福祉その他」が 14兆 9,289億円で 15.9%で ある。

(2)「医療」の対前年度伸び率は 2.3%である。

(3)「年金」の対前年度伸び率は 2.6%である。

(4)「福祉その他」の対前年度伸び率は 5。 1%である。このうち、介護対策 (再掲)は 4.6%

の伸びとなっている。
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能別社会保障綸付費

(1)9うの機能別分類において、最も大きいのは「高齢」であり、47兆 2,649億円、総

額に占める割合は50.2%である。     |   |

(2)機能別分類で2番目に大きいのは「保健医療Jであり、29兆 521億円、総額に占め
‐る割合は30.9%である。これら上位2つの機能別分類「高齢」及び「保健医療」で、

総額の 81.1%を 占める。

(3)上位 2つの機能別分類以外では、大きい順に「遺族」 6兆 6,298億円で 7.0%、 「家

族」 3兆 2,043億円で 3.4%、「障害J2兆 9,720億 円で 3。2%、 「生活保護その他」 2

兆 3,753億円で 2.5%、 「失業」 1兆 2,482億 円で 1.3%、 「労働災害」 9,620億 円で

1.0%、 「住宅」3,762億円で 0.4%と なっている。

(4)対前年度伸び率では「障害」が 7.1%増加、「失業」が 5。2%増加する一方、「労働災

害」が 1。2%減少している。



機能別社会保障給付費の推移
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齢者関係給付費

年金保険給付費、高齢者医療給付費、老人福祉サー ビス給付費及び高年齢

雇用継続給付費を合わせた高齢者関係給付費は、平成 20年 度 には 65兆 3,597

億 円とな り、社会保障給付費に対する割合は 69.5%で ある。

(注)                      .
1.(  )内 は社会保障給付費に占める割合である。

2.高齢者医療給付費は、平成19年度は老人保健制度か らの医療給付額、平成20年度は後期高齢者医療

制度か らの医療給付額及び老人保健制度か らの平成20年 3月 分の医療給付額等が含 まれている。

3.老 人福祉サービス給付費は、介護対策給付費と介護保険以外の福祉サービス費等か らなる。

4.高年齢雇用継続給付費は、60歳 か ら65歳 までの継続雇用、再就職 の促進を図る観点か ら、60歳時点
に比 して賃金額が25%以 上低 下 した状態で雇用 を継続す る高年齢者に対 し、 60歳 以後の賃金額の

15%相 当額を65歳 に達するまでの間支給するものである。
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会保障財源

(1)収入総額は 101兆 5,378億 円である。

注)収入総額には、社会保障給付費の財源に加えて、管理費及び給付以外の支出の財源も含まれる。

(2)項 目別割合をみると「社会保険料」が 57兆 4,476億 円で、収入総額の 56.6%を 占め

る。次に「公費負担」が 32兆 7,015億 円で 32.2%を 占める。

(3)対前年度伸び率をみると、「社会保険料」が 1.0%、 「公費負担」が 5.4%の増加だが、

「資産収入」が 62.7%の減少となり、全体では 1.1%の 増加となっている。

(注)「他の収入」については、公的年金制度等における運用実績によ り変動することに留意する必要
がある。また、「その他」は積立金からの受入を含む。

項目別社会保障財源の推移
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【参考】

OECD基準の社会支出と国民負担率の国際比較

諸外国の社会支出を対国内総生産比でみると、我が国は、アメリカよりは大きいがヨー

ロッパ諸国に比べると小さくなっている。同時に国民負担率についても同様の傾向がみら

れる。
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社会支出と国民負担率の国際比較 (2007年 )

~社 鉢出 0掴m

―
lネ彙負翅出 師 囃 勘

~… 率 0申

日本      アメリカ    イギリス     ドイツ

社会支出と国民負担率の国際比較 (2007年 )

フランス スウェーァン

日本 アメリカ イギリス ドイツ フランス スウェーァン

社会支出 (対国民所得比 ) 26.10% 20.34% 27.38% 35.34% 39.38% 37.50%

社会支出 (対国内総生産比) 19.15% 16.50% 21.32シ 26.24% 28.75% 27.69%

民負担率 (対国民所得比) 1  40.0%1  349%1  48.3%1  52.4%1  61.2%1  64

(資 料)OEcD Social Expenditure Database 2010ed.に よる。

(httpソノwww.oeCd.Org/els/socia1/expenditure)

国民所得及び国内総生産については、日本は内閣府経済社会総合研究所 「平成22年 版国民経済計算

年報」、諸外国はOECD National Accounts 2010に よる。

国民負担率は、財務省調べ。


